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ＰＦＩ（Private Finance Initiative）とは

●国や自治体が公共施設

・空港 ・空港使用料
・公営住宅 ・家賃収入
・上下水道 ・上下水道料金

●民間企業が公共施設を運営する場合
・安易に税金に頼ることができないため、経営努力を行う
・受益と負担の関係が明確に

民間企業が公共施設の運営を行う仕組みがPFI（Private Finance Initiative）

公共施設 収入

安定性があるものの、受益と負担の関係が不明確に
非効率な運営となる可能性

収入はあるものの、国や自治
体が運営するため、不足額が
生じれば、税金で賄われる。

●公共施設の運営

●民間企業が公共施設を運営する場合
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ＰＦＩ事業の例

２．八尾市立病院の運営・維持管理

１．関西国際空港の運営・維持管理

・昭和２５年に開院。

・施設の狭溢・老朽化が著しく、医療の高度化・多様化による
医療ニーズの変化への対応が必要。

・平成１６年より医療関連サービス等の運営及び施設の維持
管理業務をＰＦＩ事業として実施。
・ニチイ学館等が運営。
・患者サービスの質的向上やコスト削減を実現。

・平成６年に開港。
・経営状況が悪化したため、平成２４年に大阪国際空港との
経営統合を実施。

・経営統合後、空港の事業価値を高めた上で、平成２８年４
月より空港の運営及び維持管理業務をＰＦＩ事業として実施。
・オリックスと仏空港運営会社等の企業連合が運営。

・旅客のニーズに応じた空港づくりや、関西国際空港の旅客
数増加に向けた取組を実施。
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（概要）

平成２６年度から平成２８年度までのＰＦＩ事業の数値目標：

・空港 【６件】・・・達成見込み
（但馬、関西・大阪、仙台、高松、神戸、静岡、福岡）

・道路 【１件】・・・達成見込み（愛知県道路公社）

・水道 【６件】・・・ ？

・下水道【６件】・・・ ？
自治体

公共施設
民間事業者

運営権を与える

運営

対価を払う

料金収入
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水道 下水道 病院
その他含む合
計

事業数 １，３７４ ５９１ ６３９ ３，０７７

資産（兆円） ３０．２ ３５．３ ６．６ ８７．０

主な地方公営企業の資産状況（平成26年度）

●地方公営企業法適用分

（出典：地方財政白書平成２８年度版）
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昨年の「秋のレビュー」 のとりまとめ
（PFI手法等を活用した効果的・効率的なインフラ整備の推進）

 地方公共団体の意識改革や地元住民の理解促進など案件形成の入り口となる課題を
解決するため、地方公共団体、地元住民、地元企業等の参画による地域プラットフォー
ムの形成を促進すべき

 地域プラットフォームの形成促進に当たっては、先進的な地方公共団体の取組による
効果等を調査・分析し、横展開を図るべき

 民間事業者が PFI 事業に参入しやすい環境を整備する観点から、公営企業会計の適
用による経営財務の見える化を促進し、総務省が有する地方公営企業決算状況調査
の全データを公表

 民間資金等活用事業推進会議が中心となって国がリーダーシップを発揮し、「PPP/PFI
の抜本改革に向けたアクションプランに係る集中強化期間の取組方針について」にお
いて、集中強化期間（平成 26 年度から 28 年度）における公共施設等運営権方式の事
業件数目標とされている 19 件の具体化等、PFI 事業等の更なる推進を図るために必
要な施策を講じていくべき
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論点

● 大阪市でなぜPFIに取り組むことになったのか。

● 大阪市においてPFIを推進する上で、どのような困難があり、
どのような教訓を得たのか。国の支援策は役に立ったのか。

● 大阪市では民間参入のために、どのような工夫を行ったのか。

● 小規模自治体の場合には、どのような課題があるのか。
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